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膀低温（クライオ）電子
顕微鏡法による、細胞
内小器官の３次元立体
構造の観察
細胞内における膜構造や細胞骨
格などの構造を直接観察する手段
として、電子顕微鏡は大きな役割
を果たしてきた。しかし、水を主
成分とする生物材料を真空中にさ
らし、電子線を用いて結像させる
ことが必要なため、観察可能な試
料を作るには、材料の化学固定・
樹脂包埋・切片作成そして染色と
いう一連のプロセスを経る必要が
ある。立体的な分子構築を探るた
めには、連続切片を作りそれらを
積層して３次元再構成を行うが、
最近、これに代わる電子顕微鏡ト
モグラフィが大きく注目されてい
る。この技術は、原理的には人体
の断面を見ることができるＸ線
CTと同様で、電子顕微鏡内で試
料を傾斜してあらゆる方向から像
を撮影し、それらの像を全て足し
合わせて元の３次元像を復元する
という方法（逆投影法）である。
実は、試料傾斜角度の制約による
ゴースト像の発生などまだ克服す
べき問題も多いが、各種の急速凍
結技術、画像処理ソフトウェアそ
してハードウェアの改良などによ
り、かなり実用的な方法となって
きた。
マックスプランク研究所の研究
チームはこのほど、生きた細胞を
急速凍結し、一切の前処理なしに
低温（クライオ）電子顕微鏡に挿
入してその内部構造をトモグラフ
ィで可視化するという画期的な技
術を開発した。それにより、細胞
内でのアクチン・フィラメントの
走行や小胞体膜に結合したリボゾ
ーム、そしてプロテアゾームなど
の小器官の姿をin situの状態で捉
えることに成功した（Science
Vol.298，pp.1209‐1213，2002）。
空間分解能はまだ数nmであり、
個々の蛋白質の分子内構造を識別
できるまでには至らないが、光学
顕微鏡と電子顕微鏡を巧みに使い
分ければ、細胞生物学者にとって
これまで夢であった細胞内蛋白質
ダイナミクスの直接観察も十分に
実現可能な射程に入ってきたよう
である。20世紀の終盤は「光学顕
微鏡のルネッサンス」であったが、
21世紀前半には「電子顕微鏡のル
ネッサンス」が訪れるであろう。
（東京大学医科学研究所　片山 栄
作氏）
膂全米科学アカデミーが極
地生物のゲノム解析プロ
ジェクトを計画
全米科学アカデミー（US .
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National Academy of Science）は
2003年２月７日に極地生物のゲ
ノム解析計画に関するレポー トを発表し
た（Nature Vol.421，p.880，2003）。
この計画は、極地の生物が環境
とどのように影響しあっているか
をゲノムレベルで解析しようとす
るものであり、この研究により進
化的な適応のメカニズムが解明さ
れ、潜在的に有用な遺伝子が見出
されるなどの成果が得られると期
待されている。例えば、ここで得
られた低温適応生物の遺伝子が植
物に導入され、寒冷地栽培が可能
となったり、また、極地の海老に
似た生物のクリル（krill）の生産
する蛋白質が食品の保存に利用さ
れたりするかもしれない。この計
画をスムースに推進するために、
研究者が極地へ行かなくても初期
の研究の遂行が可能な“Freezer
farm”を米国内に設置することが
考えられている。
日本においても、極限環境微生
物、深海生物等の研究が活発に行
なわれているが、南極、北極等の
生物のゲノム研究については、ほ
とんど行なわれていないと思われ
る。極地生物のゲノム解析は興味
ある研究である。
（味の素譁　都河龍一郎氏）
環境分野
膀米国エネルギー省によ
るCO2地中貯留フィー
ルドテストが行われる
2003年3月20日に米国エネルギ
ー省（DOE）は、ニューメキシコ
州で進められているCO2地中貯留
フィールドテストの状況を報告し
た。これは、DOEが、Vision21
Program Plan（1999年公表）の中
で、21世紀のエネルギープラント
が必要とする５つのキーテクノロ
ジーの１つとして掲げた技術であ
り、排出されたCO2を削減する、
CO2分離回収・貯留・固定化技術
に関する研究プロジェクトであ
る。このCO2地中貯留フィールド
テストでは、2002年12月20日か
ら2003年2月10日の期間、ニュー
メキシコ州のHobbs近くの枯渇し
た油田へ約2100トンのCO2が注入
された。この量は平均的な規模の
石炭火力発電所から排出される一
日の排出量に相当する。現在、三
次元的に地殻を探査する装置を用
いて、CO2の地殻への浸潤挙動を
観測している。
CO2地中貯留技術は、CO2を新
たなエネルギー源獲得の手段とし
て用いつつ、地球温暖化対策を行
うことができる技術であり、CO2
の有効利用、経済性の観点からも、
かかる期待が大きい。ただ、現在
のところ、CO2地中貯留技術は、
注入されたCO2の長期安全性、地
下深部におけるCO2の長期挙動予
測などの課題がある。本フィール
ドテストでは、封入したCO2の状
況を観測し、地殻のCO2の保持機
能や物理・化学反応に関するデー
タを取得すると共に、様々なモデ
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膀超広帯域（UWB）無線
による通信の実験が行な
われる
無線LANへの応用を目的とし
た近距離無線通信は、マイクロ波
帯（2.4または５GHz）を用いた
規格の実用化が進んでいる。通信
速度に関しても、97年に公開され
た最初の規格であるIEEE802.11（注１）
の２Mbpsに始まり、現在策定中
の拡張仕様 IEEE802 .11g では
54Mbpsと６年程で30倍近くも向
上する事になる。これはデジタル
信号送信の多重化技術（直交周波
数分割多重；OFDM）を組み合
わせて、達成されたものである。
また、さらにより周波数の高いミ
リ波を用いる通信や複数のアンテナ
を使用して伝送路を多重化する技術
等により、光ファイバー（FTTH）
やFast Ethernet（100BASE Ethernet）
等の有線と同等の100Mbpsを超
える超高速の無線通信も実用に近
い技術となって来ている。
（注１）ネットワーク関連の規格
を作成するIEEE（米国電気電子
学会）802標準化委員会の11番
目の作業分科会
ところがこれら搬送波の高周波
数化や多重化とは全く異なる手法
での高速無線通信の実験が、日本
では初めて、この4月にインテル
社によって行われた。これは
UWB（Ultra Wideband；超広帯域）
と呼ばれる通信方式で、搬送波を
使用せずにデジタル信号を直接送
信するものであり、米国で盛んに
研究されている。帯域は7.5（3.0
～10.5）GHzにも及ぶ事になるが、
帯域あたりの平均電力は低く、通
信距離が10m以下の場合、送信電
力は熱雑音レベル以下となる。今
回、インテル社はUWB使用帯域
を複数に分割するマルチバンドと
呼ばれる方式で実験を行った。実
際には、3.1～6.1の３GHzの帯域
を500MHz毎に６チャンネルに分
割して１mの距離でデータ転送を
行い、合計データ転送速度173～
240Mbps（理論値252Mbps）を得
ている。なお、今回の無線局の実
験免許は総務省への申請から約2
ヶ月後の交付との事である。
UWBは搬送波を用いない為、チ
ップセットはデジタル回路だけで
構成する事が可能となる。送信電
力が低い事もあり、インテル社は
UWB のチップセットは全て
CMOSデバイスで実現出来るとコ
メントしている。これが達成され
れば、UWBの通信システムはよ
り一層の低電力、低コスト化が可
能となる。また、独立行政法人通
信総合研究所でも、平成14年度
から、マイクロ波帯からミリ波帯
を用いたＵＷＢ無線システムの研
究開発を開始しており、IEEE
（米国電気電子技術者協会）へ標
準化案を提案するなど、実用化・
標準化に向け精力的な取り組みを
進めている。ブロードバンド・コ
ンテンツを最終的にパーソナルエ
リアに届ける伝送技術として、こ
の様な高速無線通信技術がやがて
身近になるものと考えられる。
情報通信分野
ン自動車の一つとして期待されて
いるが、その性能は蓄電池に大き
く左右される。これまで、電気自
動車用の蓄電池としては、鉛蓄電
池、ニッケル・カドミウム蓄電池、
ニッケル・水素蓄電池、リチウム
イオン蓄電池などが開発されてい
るが、いずれも、エネルギー密度、
コスト、毒性などの面で課題があ
った。
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ナノテク・材料分野
膀米国材料系学会は材料
のナノ構造制御やバイ
オケミカル研究に注目
米国材料系学会のうち、MRS
（Materials Research Society）Spring
Meeting（4/21‐25，San Francisco）
とACerS（American Ceramic Society）
105th Annual Meeting（4/27‐30，
Nashville）が相次いで開催され、
ナノ構造制御やバイオケミカル研
究が数多く発表された。
MRSは境界領域の研究を狙っ
た比較的歴史の新しい学会で、現
在も会員数は増加中である。春は
秋の講演会に比べて小規模だが、
それでも今回の参加登録者は2600
人以上、発表件数約2100、イラク
情勢・SARS等の影響は軽微との
ことである。MRSは各シンポジ
ウム（セッション）の内容を明記
して論文募集する形をとり、春は
エレクトロニクス応用系材料の論
文が募集された。今回構成は、
Electronic and Optical Materials、
Molecular Materials and Biomate-
rials、 Nanostructured Materials、
Generalの４分野、全26シンポジ
ウムであった。ナノテクノロジー
は大きく取り上げられているが内
容はまだ混沌としている状態であ
る。カーボンナノチューブのデバ
イス応用セッションが盛況であ
り、所望の位置に選択的にカーボ
ンナノチューブや金属配線を成長
させる研究が増加している。一方、
バイオケミカル研究は、BioMEMS
も含めて発表増加が目立った。特
筆すべき学会活動としては、学会
開催中の就職斡旋活動、政府系各
財団ディレクタークラスからの方
針説明講演、弁理士による特許申
請の具体的解説、インターネット
駆使による会員へのサービス提
供、などがあり、これらは日本の
材料系学会の今後の活動の参考に
なるであろう。
一方、ACerSは、設立後100年
以上経ったセラミックス材料専門
の由緒ある世界的な学会で、今回
の参加登録者は約1800人で33の
セッションから成った。特に、新
規学生会員の募集と啓蒙に力を入
れている。この学会では、マイク
ロサイズ（μm）とナノサイズ
（nm）の技術的違いを強く意識し
ている。例えばナノテクノロジー
技術としては原材料粉の微細化
（nano particle）に関する発表が目
立ったが、これらは多孔質材料や
触媒担体などでは威力を発揮する
が、高密度焼結体の原料としては
相応しくないこともきちんと認識
されている。「ナノ材料の産業化」
に関するパネルディスカッション
では、産業化に相応しいのは真に
ナノオーダーを追及することに意
味のある研究結果だけであると述
べられていた。また、この学会で
も開催中の就職斡旋活動は盛んで
あり、マネージメント研修のコー
スも設けられていた。
ルやシミュレーションツールの精
度を確認するとしている。
我が国では、京都議定書の批准
を受け、排出されたCO2を削減す
る技術の必要性が一層高まってい
る。昨年度からCO2地中貯留技術
の研究開発として、国内における
CO2削減ポテンシャルと導入可能
性の双方が高い炭層への貯留技術
について研究を開始している。本
フィールドテストは、関連する我
が国の研究にも大いに参考になる
と考えられる。今後、こうした先
行する海外の研究機関と積極的な
研究交流を図り、効果的な研究開
発を推進することが重要であろう。
膀マグネシウム蓄電池の
プロトタイプシステム
が開発される
地球規模のエネルギー・環境問
題の克服に向け、ほぼ全エネルギ
ーを石油に依存している運輸部門
のグリーン化は最も重要な課題の
一つである。電気自動車はクリー
この度、イスラエルBar-Ilan大
学のAurbach教授らは実用的なマ
グネシウム蓄電池のプロトタイプ
システムの実現に世界で初めて成
功した（Advanced Materials 2003
年4月17日号）（注１）。
（注１）本研究成果については、
Nature Science Update 2003年 4
月22日でも取り上げられている
エネルギー分野
れている。
しかしながら、SOFCは、作動
温度が高温であることから、熱に
よる劣化が生じやすいため寿命が
短いことや、構成材料が制約され
ることから高コストとなるといっ
た課題がある。そこで近年は、
SOFCを低温作動させることでこ
うした課題の解決を目指した研究
が進められている。
2003年5月、関西電力譁と三菱
マテリアル譁は、従来の発電効率
である35％程度②を大きく上回る
発電効率 40 ％を達成する低温
（約800℃）作動の１kW級SOFC
発電モジュール③開発したと発表
した。この低温作動SOFCは、新
たな電解質や電極の開発により、
従来の高温作動並みの出力密度を
実現するもので、起動時間の短縮
等の操作性向上や、電池の長寿命
化に加え、電池の材料の一部に安
価なステンレス等の金属を使用す
ることによる低コスト化が期待で
きる。
この低温作動SOFCは、今後、
モジュールの次の段階である１
kW級システムの開発、さらに中
型店舗や小工場等向けとなる数十
kW級システムの開発が進められ
る予定である。今回の１kW級発
電モジュールの開発は、燃料電池
の実用化に向けてさらに近づくも
のであり、今後の進展が大いに期
待されるものと言えよう。
おいて重要な成果であり、今後、
クリーン自動車研究開発戦略にお
ける電気自動車の位置付けへの影
響が注目される。
（注２）PVdF： polyvenely
denedifluoride tetraglyme：CH3O
（CH2CH2O）4CH3
（注３）これらの値から、エネル
ギー密度も現在最も高いリチウ
ムイオン電池（約100mWh/g）
に匹敵すると計算される。
膂低温作動固体酸化物形燃
料電池で１kW発電に成
功、世界最高レベルの発
電効率が達成される
環境性や省エネ性の高さから、
我が国は官民を挙げて燃料電池の
研究開発を進めている。その中で
も、固体酸化物形燃料電池（SOFC）
は、他の燃料電池と比べ発電効率
が高く、作動温度が高温（約1000℃）
であることから内部改質①でき、
排ガスによる複合発電で総合効率
を高めることができる特徴があ
る。この他SOFCは、固体高分子
形燃料電池などでは白金被毒のた
めに使えない一酸化炭素が、高温
作動のため利用できるなど、多様
な燃料を使用できる点に優れてい
る。こうしたことから、将来は、
家庭用小型電源から火力発電所の
代替用までの幅広い利用が期待さ
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（http://www.nature.com/nsu/03
0414/030414-14.html）
マグネシウムは豊富に存在し、
安価である上、軽く、無害である。
このため、近年、マグネシウムを
負極に用いる蓄電池の研究開発
が、活発に進められてきた。しか
し、マグネシウムは脆く加工性に
乏しい上、マグネシウムの負極に
対して、充電と放電を繰り返すこ
とができる電解質材料および正極
材料の開発が課題となっていた。
同グループは様々な候補材料の性
能評価試験を行い、負極（アノー
ド）材料にマグネシウム合金
（3%Al，１％Zn）、正極（カソー
ド）材料にMo6S8、電解質にゲル
状 物 質 で あ る P V d F / M g
（AlCl2EtBu）2/tetraglyme（注２）の
組み合わせを選択した。本システ
ムは0～80℃の範囲で良好な充放
電サイクル特性を示し、放電容量
は作動温度60℃で約100mAh/g
に達した（放電電圧は0.9～1.2V）
（注３）。また、電解質が固体であり、
加工性や安全性の観点からも好ま
しい。同グループではエネルギー
密度をさらに向上させるため、新
しい正極材料の開発を進めている。
マグネシウム蓄電池はコスト、
環境調和性に優れ、将来的には、
既存の蓄電池にかわり、電気自動
車や電力貯蔵装置に広く用いられ
ていく可能性がある。本研究は、
マグネシウム蓄電池の研究開発に
用 語 説 明
①電池内部で燃料（メタン等）から水素への改質反応が起こること。これにより
改質器が不要となる。
②Sulzer Hexis社（スイス）、Global Thermoelectric社（カナダ）のSOFCシステ
ムをモジュール値に換算。
③発電システムを構成する基本構造体。
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膀岩手大学の金型技術研
究施設が北上市の寄付
によりオープン
岩手大学は岩手県北上市からの
寄付で金型技術研究施設を開設し
た。５月１日に開所したのは岩手
大学工学部付属金型技術研究セン
ターの新技術応用展開部門。昨年
11月の地方財政再建促進特別措置
法施行令の改正で市町村から国立
大学への寄付が可能となり、国立
大学が自治体の寄付で研究施設を
設置する初めてのケースである。
設置期間は当面５年間で、金型関
連産業の技術高度化や地元企業の
技術革新、新商品開発の促進、技
術者の再教育等を行っていく。
付属金型技術研究センターは今
年２月に工学部内に設置された。
金型の設計や解析、加工、表面処
理、評価などを研究する「基礎研
究部門」は学部内に置かれ、基礎
研究の成果を製品開発に生かす
「新技術応用展開部門」を岩手県
や北上市などが運営する第三セク
ターの産業業務支援施設「北上オ
フィスプラザ」内のサテライトオ
フィスに開設した。
岩手大学は2001年10月に北上
市と学術、教育、文化分野で援助、
協力する相互友好協力協定を締結
しており、今回の新技術応用展開
部門設置につながった。同大学は、
他の県内３市とも同様の協定を結
んでいる。同大学の共同研究数は
全国的にも上位であるが、その相
手先は県内の中小企業が過半数を
占めており、地域に根ざした産学
連携を進めて来ている。
北上市内には、信号機のレンズ
用の特殊金型や、高級時計の針を
製造する精密金型等、精密機器部
品の製造に不可欠な金型製造工場
が34社あるが、生産コストの低
い中国などに工場の機能を部分的
に移転する企業もある。市は産学
連携によって付加価値の高い金型
製造技術を提供する環境を整える
ことで、企業誘致や地域企業の技
術レベルの底上げにつなげたい考
えである。
同センターでは、高度な金型技
術を必要とする微小なプラスチッ
ク製部品や微細精密プレス製品な
どの生産技術への応用展開を検討
しており、小型IT機器や医療用
マイクロマシンなどの部品をター
ゲットにしている。同センターが
金型技術だけではなく、新たな産
学連携のモデルケースとして大学
と地域の窓口として活用され、地
域産業の活性化につながることが
期待される。岩手大学では開所を
機に６月24日に北上市で講演会
とシンポジウムの開催を予定して
いる。
製造技術分野
